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遺失物法施行規則の一部を改正する規則の施行について（通達）

遺失物法施行規則の一部を改正する規則（平成29年国家公安委員会規則第１号。以

下「改正規則」という。別添参照。）は、本日公布され、平成29年４月１日から施行

されることとなった。改正の趣旨及び概要は下記のとおりであるので、事務処理上遺

漏のないようにされたい。

なお、以下この通達において、「規則」とは改正規則による改正後の遺失物法施行

規則（平成19年国家公安委員会規則第６号）をいう。

記

１ 改正の趣旨

拾得され、警察署長に提出又は届出される物件の数は増加傾向にあるところ、国

民の利便性の向上及び都道府県警察における遺失物業務の合理化を図るため、送付

による物件の返還手続の合理化、施設占有者等による書類提出の際に書類に代えて

提出することができる電磁的記録媒体の拡大、各種様式の改廃等を行うものである。

２ 改正の概要

(1) 権利放棄の取扱い等（規則第３条第１項及び別記様式第１号関係）

警察署長が拾得物の提出を受けた場合、拾得者に対して、費用請求権等の権利

の放棄の意思及び遺失者に対する氏名等の告知の同意の有無について確認し、拾

得物件控書に署名等を求めることとした。

(2) 遺失届一覧簿の廃止等（規則第５条第２項関係）

遺失届一覧簿を廃止し、警察署長が遺失届を受けたときは、当該遺失届に係る

物件の種類及び特徴等を任意の書面に記載又は電磁的に記録することとした。

(3) 物件送付依頼書の廃止（規則第19条関係）

送付による物件の返還等の際に遺失者等から徴することとされている物件送付

依頼書を廃止し、書面によるほか、電話による申出も可能とした。

(4) 電磁的記録媒体による手続の拡大（規則第41条関係）

施設占有者等が書類に代えて提出することができる電磁的記録媒体をフレキシ

ブルディスクから拡大した。

(5) 経過措置（改正規則附則第２条関係）

改正規則による改正前の遺失物法施行規則に規定する様式による書面について

殿



は、改正規則の施行後も当分の間使用することができることとした。

よって、改正規則による改正前の拾得物件控書（別記様式第１号）及び拾得物

件預り書（別記様式第２号）を使用する場合には、規則第３条第１項に基づく拾

得者の権利放棄の意思及び氏名等告知の同意の有無の確認結果について、改正前

の様式に規定の無い事項は、備考欄等に追加記載するなどにより明らかにしてお

くこと。






























